
１．はじめに

地震や車両火災など車内外の要因によって駅間に停車
した列車から旅客を避難させる状況に備えて，避難を迅
速なものとするさまざまな対策がとられている。避難誘
導訓練，避難用器具の搭載，誘導のための係員の配備，
降車方法の検討など多様な側面があるうち，本稿に述べ
る調査研究は，駅間に停車した列車内にいる旅客への情
報提供を対象とする。
迅速な避難のためには，旅客に対して必要な情報を速
やかに，かつ，わかりやすく伝えることが重要である。
このため，旅客に何をどのように知らせるかを明らかに
することが課題となるが，提供すべき情報やその提供方
法は，非常事態の種類や車内に搭載されている非常用設
備や係員の有無などの避難に関わる状況によって異な
る。そこで，まず様々な避難状況を旅客への情報提供の
観点で 3類型に集約した（第 3章）。また，提供する内
容・方法は旅客の心理・行動的な特性に基づいて決める
必要がある。そこで，駅間に停車した列車からの避難を
想定したWeb調査を実施し，避難が必要な状況におけ
る旅客の行動の意向や，それを規定する役割意識等を把

握した（第 4章）。これらを元に情報提供について考慮
すべきポイントを整理した（第 5章）。本稿では，将来
的な無人運転（GoA4.0１））まで視野に入れ，最も避難
誘導が難しい条件として乗務員がいない場合の車外避難
について検討した。ここでは，運転士や車掌など列車内
にいる係員を乗務員と呼び，指令や駅係員など列車外に
いる係員と区別する。ただし，列車の内外にいる係員を
総称する際も係員を用いる。

２．駅間停車時の避難に関する既存報告

駅間に停車した列車からの避難誘導については，従来
より異常時対応のための体制づくりや避難訓練など各種
の検討が行われているが，近年では東日本大震災や大阪
北部地震，停電による長時間停車などを契機に課題の整
理や提言が行われている２）～５）。それらによれば，通信
途絶時などには指令の許可を得ずに乗務員が避難の判断
をすること，走行可能な場合には旅客を降ろさず低速で
列車を駅まで走行させること，降車・誘導に必要な設備
を配備することや，避難時の案内放送定型文の作成，実
践的な訓練の実施，降車方法の周知，旅客への避難場所
や避難経路の周知などが挙げられている。その他，降車
や避難の迅速化に対する協力意識の徹底も対策として挙
げられ，降車誘導への協力や旅客同士の助け合いも期待
されている。
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３．情報提供の観点から見た避難の類型化

3. 1 避難の類型化
旅客に提供すべき情報の検討のためには，多様な避難
状況をある程度一般化して整理する必要がある。そこで，
避難誘導が最も難しいと考えられる乗務員がいない場合
について，発生しうる車外避難のパターンを図 1のよう
に整理した。図 1中の青文字は，分類をイメージしやす
くするために典型的な異常事象を記載したものである
が，車両の構造，軌道の特徴，駅間距離，事象の規模，
係員の配置などによって同じ事象でも異なる類型に分類
されることもある。図中の網掛け部分は，直上の菱形内
の判断に影響を与える要素の例である。
まず，異常事象の発生後に，駅間で停車する場合と駅
まで走行する場合に分かれる。駅まで走行する場合は線
路上への避難は生じないため本検討の対象外とする。駅
間での停車は，緊急性が高く即時の避難が必要な場合と
緊急性がそこまで高くない場合に分かれる。前者は例え
ば大火源の放火など列車内に生命の危機がある場合で，
これを避難の類型Ⅰとした。係員が駆けつける時間的余
裕がないので旅客のみで避難することとなる。外部との
通信が途絶する，または指令が列車の異常を把握できな
いなどで指令からの避難指示がないケースでは，旅客自
身で避難が必要かどうかを判断しなくてはならない可能
性もある。
即時の避難が必要なく，比較的短時間で運転再開が見
込めたり，救援列車の併結で駅まで移動したりする場合
は，車外避難は不要なので本検討の対象外とする。
復旧にある程度の時間が見込まれ，旅客を降車させる
必要があると判断されれば避難・誘導のための係員が派

遣されるが，停車地点に浸水の恐れがある場合など係員
到着を待つ時間的余裕がないこともある。外部との連絡
が途絶えておらず，車内放送等が利用できる場合は，指
令からの遠隔指示のみでの避難も起こり得る。これを類
型Ⅱとした。
係員を待てる場合は係員を待ち，避難が可能な状況で

あれば係員の誘導による避難となる。これを類型Ⅲとした。
係員が列車に到着しても，大雪などのために移動でき
ず車内で待機をする場合もある。これは，最終的に走行
再開か類型Ⅲに移行する。
以上のように，車外避難は，旅客のみでの即時避難（類
型Ⅰ），指令からの遠隔指示のみでの避難（類型Ⅱ），係
員誘導による避難（類型Ⅲ）の 3種類に大きく分けられる。

3. 2 旅客に求められること
避難に必要な要素は，異常の検知，避難が必要かどう
かの判断，避難方法に関する情報，避難の実行である。
乗務員がいる列車で異常が発生すると，乗務員が自らも
しくは旅客の通報によってそれを検知して列車を停車さ
せ，状況確認と避難の検討を行う６）７）。避難が必要な場
合は，指令または乗務員が指示し，係員の誘導で避難さ
せる。乗務員がいない列車で異常が発生する場合は，自
動，遠隔での状況確認や，旅客の通報などによって異常
が検知され，自動もしくは遠隔で避難の必要性が判断さ
れ，派遣された係員もしくは遠隔の指示で避難すると考
えられる。
乗務員の有無によらず，旅客は，通報によって異常の
検知を補う，車内待機や避難の指示に従う，旅客同士が
助けあうなどで避難の実行に協力している。
乗務員がいない場合について，迅速な避難のために必

図１ 避難の分類（係員が車内にいない場合）
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要な要素の具体例と，それが妨げられることが起こりう
る状況を避難の類型別に表 1に示す。類型Ⅰは最も厳し
い条件として，連絡手段がなく，指令に限らず外部から
の避難に関する指示や誘導が一切ない状態を想定した。
表中において矢印（⇒）がついた項目は，それより右側
の類型でも起こりうる状況である。
表 1の第 1列に示す「迅速な避難に必要な要素の具

体例」の内「避難の必要性がわかる」は避難が必要な状
況であることを認識し，避難の意思決定をすることであ
る。類型Ⅱ・Ⅲでは避難指示によることができるが，類
型Ⅰでは旅客自らが異常を検知し，避難が必要かどうか
を判断できなくてはならない。起こりうる状況として，
類型Ⅰでは，旅客が「避難が必要な場合には指示がある」
と避難指示を待って逃げ遅れることや，車外の方が危険
なのに降車してしまうことが挙げられる。降車すべきで
ない状況での降車は類型Ⅱ・Ⅲでも起こりうる。類型Ⅱ
では車内の状況確認を，監視カメラやセンサの情報もし
くは旅客と指令員などとの通信によって遠隔で行うが，
非対面のコミュニケーションであることや，通報ボタン
の使用には抵抗があること８）などから，避難指示の前
提となる情報が旅客から指令に十分に伝わらない可能性
が挙げられる。また，指令から車内に留まるように指示
が出ても，旅客がこれに従わずに降車してしまうことも
挙げられる。類型Ⅲでは，係員の到着を待たずに避難し
てしまうことや，係員から離れた車両に指示が伝わらな
いことなどが挙げられる。
「どこから出ればよいかわかる」，「非常口を開けて車
外に出られる」，「どちらに行けばよいかわかる」，「列車

から離れられる」は，避難に関する情報と実行である。
非常口の場所や非常口を開ける方法がわからないために
時間がかかることや，誤って危険な方法で実行してしま
うこと（例えば，非常口と連動して作動する安全装置が
非常口以外から脱出することで働かない），方法がわかっ
ても段差や暗さなどの困難さのために時間がかかること
などが起こり得る。場所や方法がわかることについて，
類型Ⅰではその場の表示や既存の知識で対応しなくては
ならない。類型Ⅱ・Ⅲでは係員の指示があるが，類型Ⅱ
は遠隔のコミュニケーションであること，類型Ⅲでは係
員から離れた車両に旅客がいることもあるため，指示内
容が伝わるのに時間を要す可能性もある。これらの状況
は，わかる人が周囲の旅客に伝えたり，手助けしたりす
るといった協力行動によって，ある程度補える側面もある。
避難の判断や実行が，類型Ⅰではその場の表示や既存
知識ででき，類型Ⅱでは遠隔の指示で，類型Ⅲでは係員
の誘導でできるような情報提供が求められる。

４．役割意識等に関するWeb調査

4. 1 調査概要
緊急時に旅客が避難指示に従うことや旅客同士の協力
が得られることは迅速な避難の要件である。そこで，乗
務員がいる現状の鉄道システムにおいて旅客が「避難時
に期待される可能性のある行動」をどのように認識して
いるか（以降，役割意識とする），避難指示に対する協
力行動がどの程度行われそうか（以降，協力意向とす
る），避難時もしくは平常時からどのような情報が望ま

表１ 迅速な避難に必要な要素の具体例と避難類型別にみた起こり得る状況の例
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れているかを把握する目的でWeb調査を実施した。調
査は，2021年 12月に首都圏在住の鉄道利用者を対象と
して実施し，4394通回収した。調査は場面想定法（あ
る特定の状況を設定し，その状況における回答者の行動
などを聞く方法）で行い，最も良く利用する路線を，回
答者が利用する時間帯（朝の通勤時間帯もしくは昼間時
間帯）での利用時に駅間停車したことをイメージしても
らった。乗務員の人数によって回答傾向が異なる可能性
を考慮して，都市型ワンマン・無人運転線区利用者とツー
マン運転線区利用者の 2群を設定したが，回答傾向に大
きな違いはなかったため全体での結果を示す。なお，乗
務員がいる線区についての回答が 99%以上であった。
特定の年齢層に偏らないよう配慮し，20～39歳 1707
人，40～59歳 1769人，60歳以上 918人から回答を得
た。男女はほぼ半数ずつであった。
駅間停車で車外への避難が必要となる状況として，変
電所火災による長時間の停電（以降，停電），トラック
による踏切支障（本報告では省略），津波の危険がある
区間での地震（以降，地震）の 3種類を設定して，避難
指示の理解度と，指示を受けてどのような行動をとるか
（避難指示への反応）について質問した。停電と地震は
避難の緊急度が違うものとして設定したもので，乗務員
がいない場合であれば，それぞれ図 1の類型Ⅲと類型Ⅱ
に対応する。
避難指示は，停電と踏切支障では先頭車両から降車す
るため先頭車両へ移動するよう，地震では乗降ドアを開
けるので降車するよう指示するものとし，文字で提示し
た。指示内容の理解度を 4段階（1：よくわかる，2：
だいたいわかる，3：あまりわからない，4：まったく
わからない）でたずねた。
避難指示への反応と協力行動については，表 2に示す

行動内容に対して自分がしそうかどうかを 6段階（1：
絶対しなさそう，2：しなさそう，3：ややしなさそう，
4：ややしそう，5：しそう，6：とてもしそう）でたず
ねた。「4：ややしそう」以上の評価を「行動意向がある」
とした。
また，図 2に示すような，旅客が起こす可能性のある

6種類の協力行動（鉄道事業者が期待していない行動も
含まれる）について，地震時に鉄道事業者からどの程度
期待されていると思うか 7段階（1：まったく期待され
ていない，2：期待されていない，3：あまり期待され
ていない，4：やや期待されている，5：期待されている，
6：とても期待されている，0：わからない）でたずねた。
「4：やや期待されている」以上の評価を「役割意識が
ある」として割合を算出した。
また，避難時もしくは普段から「列車内の非常用設備
や非常時にとるべき行動などについて知りたいこと」を
自由に記述するよう求めた。

4. 2 結果と考察
4. 2. 1 役割意識と行動意向
図 2に各行動を事業者から期待されていると思う程

度の結果を示す。役割意識がある人（4：やや期待され
ている～6：とても期待されているを選択した人の和）
の割合は「近くの人の降車を助ける（79.0%）」，「状況

表２ 意向を聞いた行動

図２ 事業者から期待されていると思う程度

図３ 協力意向
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がわからなさそうな人に声をかける（72.6%）」で比較
的高かった。「取り残された人の確認」，「撮影を注意」，
「動こうとしない人を説得」については期待されている
と思う割合と期待されていないと思う割合が同程度で
あった。性別・年齢群別にみると，男性では若年層ほど
役割意識がある人の割合が低い傾向がみられた。例えば
「近くの人の降車を助ける」について，女性は 20～39
歳が 78.9%，40~59歳が 79.5%，60歳以上が 79.2%で
あったのに対し，男性はそれぞれ 73.5%，80.3%，
84.8%であった。
停電や地震という具体的想定での行動についての協力
意向の割合を図 3に示す。「声掛けに協力」，「高齢者援
助」では協力意向のある人が 70%前後であった。「声掛
け（促進）」や「声かけ（説明）」は協力意向のある人が
55～61%であった。「諫める」は 33～35%で，協力意
向のない人の方が多かった。
図 4に「近くの人の降車を助ける」ことを期待されて

いると思う程度別に地震を想定した場合の「高齢者援助」
の協力意向を示す。期待されていると思うほど，手助け
をする意向も高い傾向がみられた。啓発などによって役
割意識が明確になることで協力行動がより生起するよう
になることが期待できる。
4. 2. 2 避難指示の理解度と対応
避難指示の理解度は，「よくわかる」が停電で 46.7%，

地震で 36.8%，「だいたいわかる」がそれぞれ 45.0%，
49.0%，「あまりわからない」が 6.1%，10.8%，「まった
くわからない」が 2.2%，3.4%であった。地震時の方が
停電時より「よくわかる」が少なく，「あまりわからない」
が多かったのは，指示された行動（乗降ドアから地面に
降車する）をイメージできる人が相対的に少なかったた
めと考えられる。
避難指示への反応（表 2）について意向のある人の割
合は，「率先して避難」が停電で 75.0%，地震で 75.9%，
「人に続く」がそれぞれ 80.7%，77.9%，「大半行動後」
が 47.5%，43.9%，「係員待つ」が 22.6%，19.8%であった。
「人に続く」の割合が最も高かった。
図 5に避難指示の理解別に避難指示への反応を示す。
避難指示が「よくわかる」人では「率先避難」の意向が
高く（停電時 84.2%，地震時 85.0%），「大半行動後」は
低い（41.2%，36.3%）。「だいたいわかる」人では，「人
に続く」意向が最も高い（83.5%，82.5%）。「わからない」
人も最も高いのは「人に続く」であるが，「大半行動後」
が過半数（59.2%，57.1%）を占めた。避難指示の理解
度が高いほど「率先避難」の意向が高い傾向がみられた。
この調査から因果関係には言及できないが，不確実な状
況下で人は同調行動をとる傾向がある９）ことから，避
難指示を理解しやすいものとすることで率先行動をする
人が増える可能性がある。この確認には避難指示文言を

操作する実験が必要である。その際，今回は避難指示を
文字で提示したが，車内放送と同様に音声で提示するこ
とが望ましい。
4. 2. 3 情報提供に対する要望
避難時もしくは普段から知りたい情報として最も多く
記述されたのが「何をすればよいかの一連の流れ（約
1600件，回答者の 36%）」であり，旅客機で提示され
る安全ビデオのように具体的な行動を示す啓発を求める
記述（約 400件）と合わせると約 2000件（同 46%）で
あった。非常設備の場所や使用法が約 830件（19%），
小まめなアナウンスを求めるものが約 460件（10%），
どのような場合に通報や避難が必要であるかといった非
常の判断基準を示してほしいというものが約 230件で
あった。してはいけないことや注意点を知りたいという
ものが約 120件であった。非常時に指示があるのかな

図４ 降車の手助けについての役割意識と協力意向

図５ 避難指示の理解度別に見た指示への反応
「あまりわからない」「まったくわからない」はまとめて示す
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いのかや，係員が何をしてくれるのかなど，係員の対応
について知りたいという意見が約 70件，旅客に期待さ
れる行動として何をどこまでやればよいかを知りたいと
いう意見が約 60件であった。その中には，「高齢者に
手を貸すべきか，余計なことをしない方がよいのか」，「鉄
道事業者側の作業に支障が出る行為にならないかを考え
て躊躇する」のような記述があり，旅客が行ってよいか
どうかの懸念が協力行動の妨げになっている可能性が示
唆された。

4. 3 旅客調査のまとめ
都市圏の乗務員がいる線区を対象とした場面想定法調
査により，以下のことが示された。
・ 地震時を想定した際に高齢者などの降車の手助けを
鉄道事業者から期待されていると感じる人は 79.0%
であった。他者を諫めることを期待されているとす
る人の割合は低かった。
・ 地震を想定した際に避難指示後に率先して移動しそ
うとする人の割合は，全体で 75.9%であるが，避
難指示の理解度が高い人では高く（85.0%），避難
指示の内容をわからない人では低かった（55.9%）。
・ 提供を望む情報として，何をすればよいかの一連の
流れが多く挙げられた。非常設備の場所や使用方法
や使用の基準の他，係員の対応や旅客に期待される
行動が知りたいという意見が一定数記述された。

５．知らせるべき内容に関する考察

駅間停車した列車からの避難時に，高齢者などの降車
の手助けや声かけなどをすることについて，事業者から
ある程度期待されていると感じる人が回答者全体の
70%以上を占め，停電や地震を想定した避難状況にお
いて降車の手助けや声掛けをしそうとする割合も 70%
前後であったことから，旅客に一定程度の協力に関する
役割意識があることが示された。その一方で「余計なこ
とをしない方が良いのではないか」といった懸念が協力
行動を抑制する可能性が示唆された。事業者から期待さ
れる協力行動を知りたいという直接的な記述や，何をす
ればよいか知りたいとの意見が多いことから，旅客に期
待される行動を明確に示すことが望まれている。役割意
識が強いほど協力意向も高かったことから（図 4），協
力を求める具体的内容について検討する必要はあるが，
旅客の役割意識を高める啓発によって，協力行動も促進
されることが期待できる。なお，大阪北部地震時に駅間
停車を経験した旅客に対する調査10）では，乗務員から
の協力要請に今後応える意向を示した旅客は 97%で
あったのに対し，自ら援助行動を行った人は 15%であっ
た。援助行動にはきっかけが必要であり，車内放送等で

の要請の重要性が示唆されている10）。
旅客が求める情報として，避難を含む非常時の対応の
一連の流れや全体像が挙げられた。全体像とは，避難指
示の有無や，係員がどのような対応をするかの他，例え
ば駅間停車に対して，低速で駅まで走行する場合と降車
する場合があるというような大きな枠組みのことであ
る。一般に，緊急時には人間の情報処理能力が低下する
が，その一例が注意の一点集中であり，引いて開けるド
アを押し続けて逃げ遅れた事例が紹介されている９）。ド
アを開ける方法として押すことのみに注意が集中し，引
いてみるという発想の転換ができなかったものである。
低速で最寄り駅まで移動できる状況であるにもかかわら
ず，「ドアの開け方」という部分的な知識のみが啓発に
よって印象に残っていると，「ドアを開けて降車する」
以外の行動を思いつかなくなるということも考えられ
る。列車のまま駅まで移動することについても啓発する
ことが望ましい。
個々の非常用設備の使用法を知りたいという要望も多
く挙げられた。これらについては別途検討を行っており，
事前の映像視聴などの支援によって避難用梯子の組立時
間が短縮されることなどを確認している11）。
避難指示内容をよく理解する人ほど，率先して行動す
る意向が高かった。普段からの啓発や避難誘導時の指示
文言の検討により，いざというときに避難指示を理解し
やすい状況を作っておくことが，迅速な避難のために有
効と考えられる。一部の人が指示に従った行動を率先し
てとるだけでも，どうすべきかわからない人にとっては，
その人が追従する対象となり，避難開始までの時間短縮
が期待できる。
旅客と鉄道事業者のような利用者とリスク管理者間の
協力連携に必要なこととして，「社会的現実の共有化」
と「制度信頼の向上」が考えられる（池田12））。「社会的
現実の共有化」とは，例えば，車外避難が必要になる場
合があること，旅客が適切な行動をとることで，被害の
拡大を防げることなどを旅客が認識することである。「制
度信頼」とは，鉄道の係員という存在に対しての信頼と
鉄道システムに対しての安心が結びついた，鉄道事業者
に対する信頼である。鉄道総研では，制度信頼を高める
方策も検討しており，異常時の対処行動に関する啓発動
画が，鉄道事業者に対する信頼を高めることに役立つこ
とを明らかにしている13）

。

避難の前提となる異常の検知については旅客による発
見と通報の果たす役割も大きいと考えられるが，通報の
必要性を認識しても実際に非常通報ボタンを押すことに
は抵抗があることが報告されている８）。通報を促進する
ための対策についても別途検討している14）。
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６．まとめ

迅速な車外避難を可能とするための情報提供に関する
基礎検討として，乗務員がいない場合の避難状況を，旅
客のみでの即時避難（類型Ⅰ），遠隔指示による避難（類
型Ⅱ），係員の誘導による避難（類型Ⅲ）の 3類型に集
約した。駅間停車を想定させたWeb調査により，降車
の際の助け合いにある程度の役割意識があり，協力行動
も期待できることが把握された。役割意識を高めること
によって協力行動が促進され，迅速な避難につながる可
能性があることが示唆された。避難指示が示す意味内容
を理解できる人ほど率先して避難する傾向があることが
示され，この点においても避難指示をわかりやすいもの
とすることが重要であると考えられた。迅速な避難のた
めに，旅客に期待する行動や，避難に関する一連の流れ，
避難の全体像を知らせることが重要であると考えられる。
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